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労働組合資格審査申請書 

 

 

            労働委員会の委員推薦 

 当組合は 法人登記           のため必要につき、労働組合法 

      不当労働行為の救済申立て 等 

 

第５条第１項の規定により、次の立証資料を添えて資格審査を申請します。 

 

 

１ 組合規約及びその付属諸規程 

２ 労働協約及びその付属諸規程、協定覚書 

３ 組合役員名簿 

４ 会社職制表（非組合員範囲一覧表）及び業務分掌規程 

５ 組合会計報告書類 

６ 組合組織一覧表 

７ 加盟単組一覧表（連合体の場合のみ） 

８ その他組合運営を立証する資料（大会資料等） 

 



添 付 す る 立 証 資 料 につ い て

１ 組合規約及びその附属諸規程

議事運営規程、役員選出規程などが別にある場合は必ず添付してください。

２ 労働協約及びその附属諸規程、協定覚書等

(1) 組合専従者の取扱いに関する協定、組合活動に関する協定、非組合員の範囲について

の細目協定など、労組法第２条第１号、第２号に関係ある附属協定・覚書等がある場合

は必ず添付してください。

(2) 労働協約では労組法第２条第２号について不明確な場合は、組合運営に経理上援助を

うけていないことの証拠（組合専従者や大会出席者の扱い、これに対する会社の扱いな

どが確認できるもの）を提出すること

３ 組合役員名簿（作成例）

組 合 役 員 名 簿

職 名 氏 名 住 所 職場の地位 専従非専従の別

４ 組合員の範囲を示した職制図表（作成例）

職制及び非組合員の範囲一覧表

社長 総務部長 総務課長 人事係長 係員 名

経理係長 係員 名

厚生係長 係員 名

営業部長 外渉課長 外渉係長 係員 名

販売課長 販売係長 係員 名

商品課長 商品係長 係員 名

※ の範囲の区別は朱書きすること

組合員数 当該事業所 組合全体

従業員数 当該事業所 企業全体

他の組合 有 無 組合員数 名

５ 組合会計報告書類

大会の会計報告、年度中途の場合は前回の会計報告書と今年度の予算書を提出すること。

６ 組織一覧表（作成例）

組 合 組 織 一 覧 表

単位組合名

加盟上部団体

組合員数 男 名、女 名、計 名

専従職員数 男 名、女 名、計 名

（注）下部組織に単位扱いの支部・分会のある場合は、その組合名を単位欄に併記すること。

なお、連合団体の場合は、構成組合すべての組合組織一覧表を提出すること。


